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証券コード 4222
2025 年 6 月 5 日

（電子提供措置の開始日2025年6月5日）
株 主 各 位

東 京 都 千 代 田 区 神 田 東 松 下 町 １４ 番 地

児玉化学工業株式会社
代表取締役社長 北 村 以 知 雄

第98回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素より格別のご高配を与かり厚く御礼申し上げます。
さて、当社第98回定時株主総会を下記により開催いたします。ご出席

賜りますよう、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しましては、電子提供措置をとらせていただいて

おり、インターネット上の下記ウェブサイトに「第98回定時株主総会招
集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト
https://www.kodama-chemical.co.jp/ir/meeting.html

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
＊上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社または証券
コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択
の上、ご覧ください。

当日のご出席がかなわない場合は、書面またはインターネット等により
議決権を行使することも可能です。お手数ではございますが、電子提供措
置事項に掲載の株主総会参考書類をご参照いただき、総会前日の2025年
6月25日（水）午後5時45分までに、議決権を有効にご行使くださいます
よう、お願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2025年6月26日（木）午前10時00分
2. 場 所 東京都千代田区外神田一丁目7番5号

フロントプレイス秋葉原内
ＴＫＰガーデンシティPREMIUM秋葉原 3階

3. 株主総会の目的事項
報告事項 1．第98期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第98期（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第1号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件
第2号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
第3号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第4号議案 会計監査人選任の件
第5号議案 取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役及び

社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のため
の報酬決定の件

第6号議案 定款の一部変更の件
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（お願い）◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載
させていただきます。

◎本総会におきましては、開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項（監査報告
を含みます）及び議案の説明は簡略化させていただきます。株主様におかれましては、事
前に本招集ご通知にお目通しください。

◎今後の状況によりやむなく会場や開始時刻が変更となる場合がございます。その場合は、
インターネット上の当社ウェブサイトに掲載いたします。当日ご来場いただく際は、事前
に当社ウェブサイトをご確認くださいますようお願いいたします。

当社ウェブサイトURL https://www.kodama-chemical.co.jp/

ご来場いただく株主様とご来場が難しい株主様との公平性等を勘案し、ご来場のお
土産はお配りしておりません。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。
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議決権行使のご案内
電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」の内容をご検討の上、議決権の

ご行使をお願い申し上げます。
株主総会に当日ご出席いただく場合
当日ご出席の際は、本書と同送の議決権行使書を会場にご持参いただき、受付

にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、当日資
料として本書をご持参くださいますようお願い申し上げます。
書面により議決権をご行使いただく場合
同封の議決権行使書に議案に対する賛否をご記入いただき、同封の記載面保護

シールを貼付の上、行使期限までに到着するようご返送ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせていただきます。
◆ 行使期限： 2025年6月25日（水） 午後5時45分まで

インターネットにより議決権をご行使いただく場合
１ 議決権行使サイトへのアクセス

イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 議 決 権 行 使 は、 議 決 権 行 使 サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）をご利用いただくことによってのみ可能です。

２ 議案に対する賛否のご入力
同送の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」を

ご利用いただき、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力の上ご送信くだ
さいますようお願い申し上げます。
※インターネットによる議決権行使と議決権行使書の郵送による議決権行使が重複してなされた
場合は、インターネットによるものを有効として取り扱わせていただきます。

※インターネットにより複数回議決権を行使された場合、またはパソコンと携帯電話機で重複し
て議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効として取り扱わせていただきます。

※議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金、通信事業者への通信料金等
は株主様のご負担となります。
◆ 行使期限： 2025年6月25日（水） 午後5時45分まで

インターネットによる議決権行使に関してご不明な点がございましたら、下記の専用ダイヤルまで
お問い合わせください。

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部（ヘルプデスク） 0120 - 173 - 027

（受付時間 午前９時〜午後９時、通話料無料）

議決権を有効にご行使いただいた株主の皆様全員にお贈りしておりましたＱＵＯカ
ードを、第98回定時株主総会から廃止させていただきました。何卒ご理解ください
ますようお願い申し上げます。

以 上
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事 業 報 告

（自
至

2024
2025

年
年

4
3
月
月

1
31

日
日）

1．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
当連結会計年度における当社グループを取り巻く世界経済は、各国での物価高騰

に対する金利上昇影響、資源価格の高止まりや地政学的リスク等があり、不確実性
の高い状況が続いております。当社事業を取巻く国内外の市場は、物価高による実
質賃金の減少により購買意欲の低減、日本での自動車メーカーの認証問題、タイで
の金利上昇・ローン審査厳格化などもあり、依然として先行きが不透明なまま推移
いたしました。
この様な経済環境下、住宅投資や消費の低迷を受け、リビングスペース事業、ア

ドバンスド＆エッセンシャル事業は厳しい市況のなか、対前年度で減収となりまし
たが、国内のモビリティ事業では、新型モデルの量産が開始されたことなどが寄与
し国内自動車部門は対前年度で増収となって補うことで、当連結会計年度における
売上高は増収となりました。営業利益においても、この増収の寄与が大きく増益基
調にあり２億70百万円程度で着地する水準で推移して参りましたが、株式会社メプ
ロホールディングス（以下、「メプロホールディングス」という）買収に伴う費用１
億９百万円の負担となりました。

この結果、当年度の連結業績は下記のようになりました。

売上高 15,842百万円 （対前期比 7.8%増加）

営業利益 162百万円 （対前期比 1.8%減少）

経常利益 97百万円 （対前期比 302.1%増加）

親会社株主に帰属する
当期純損失 132百万円 （前期は親会社株主に帰する

当期純損失243百万円）
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事業種類別セグメントの売上状況は次のとおりであります。

（モビリティ事業）
当事業の国内自動車部門におきましては、乗用車向けでメイン車種の生産台数が

引き続き大きく伸長し、販売増加となりました。海外自動車部門におきましては、
タイのECHO AUTOPARTS(THAILAND) CO.,LTD.で市況の回復が遅れていること
により、販売減少となりました。
この結果、当事業の売上高は110億90百万円となり、前連結会計年度より14億

72百万円増加いたしました。

（リビングスペース事業）
当事業の国内住宅設備部門におきましては、住宅用資材や人件費の高騰の影響が

続いて住宅向け設備の需要が低調となりました。その結果、洗面化粧鏡を中心に販
売減少となりました。オフィス用空調製品においても、同様の影響により、販売減
少となりました。海外冷機部品部門におきましては、タイのTHAI KODAMA
CO.,LTD.、ベトナムのTHAI KODAMA(VIETNAM) CO.,LTD.とも、需要が低調に
推移したことなどにより販売減少となりました。
この結果、当事業の売上高は42億63百万円となり、前連結会計年度より２億73

百万円減少いたしました。

（アドバンスド＆エッセンシャル事業）
当事業におきましては、ゲームソフト用パッケージ事業は、一部でモデル切り替

えによる受注増がありましたが、全体では前年同期比に対し販売減となりました。
新複合材製品事業においては、一部量産延期があり販売減少となりました。
この結果、売上高は４億88百万円となり、前連結会計年度より53百万円減少いた

しました。
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事業種類別セグメント売上

前連結会計年度 当連結会計年度 前年度比増減(△)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減(△)率

モビリティ事業
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

9,617 65.4 11,090 70.0 1,472 15.3

リビングスペース事業 4,536 30.9 4,263 26.9 △273 △6.0

アドバンスド＆エッセンシャル事業 541 3.7 488 3.1 △53 △9.9

合 計 14,696 100.0 15,842 100.0 1,145 7.8

なお、期末配当につきましては、見送らせていただきたいと存じます。株主の皆
様には誠に申し訳ございませんが、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

（2）設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は８億68百万円であ
ります。その主なものは、当社埼玉工場、西湘工場及びECHO AUTOPARTS
(THAILAND)CO.,LTD.における金型及び生産設備であります。

（3）資金調達の状況

当社は、前連結会計年度中に運転資金を安定的かつ効率的に調達するため、取引
銀行５行とシンジケートローン契約35億90百万円（タームローン契約25億90百万
円、ファシリティ契約10億円）を締結し、当連結会計年度も契約を継続しておりま
す。
なお、当連結会計年度末におけるシンジケートローン契約の借入実行残高は29億

42百万円（タームローン契約19億42百万円、ファシリティ契約10億円）でありま
す。
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（4）対処すべき課題

今後世界経済は、緩やかながら回復していくと予想する一方、物価の高止まり、
ロシア・ウクライナや中東地域の情勢、米国の税制政策など、先行きは依然とし
て不透明な状況が続くものと予想されます。
当社を取り巻く環境では、中長期的に一定数のBEV(電気自動車)の普及が進む

と予想するものの、足元では伸び率が鈍化している地域も見られ、お客様の多様
なニーズに対応することが求められると予想しております。
この様な先行きが不透明な状況におきましても、当社は変化する市場のニーズ

に柔軟に対応し、持続的に発展し続けることが当社グループの果たすべき重要な
使命であると認識し、当社グループの経営資源を最大限に活用しつつ、以下の課
題に取り組み、企業価値の更なる拡大を目指してまいります。

・企業体質の向上
更なる企業体質向上のため、継続して業務品質の向上を目指すと共に、生産工

程の機能を見直し、全ての無駄を今まで以上に排除して生産性・財務体質の改善
を図ると同時に、常に信頼性の維持・向上を第一として、品質マネジメントシス
テムを確実に履行・維持し、安定した品質の確保により、お客様の視点に立つモ
ノづくりを行います。

・成長分野への進出
当社は樹脂加工の領域として「モビリティ事業」「リビングスペース事業」「ア

ドバンスド＆エッセンシャル事業」で事業を展開すると共に、当社が持つ軽量
化・断熱等省エネ技術を強みとして樹脂加工領域における時代のニーズに合致し
た新しい事業を開拓してまいります。

・ESG〈環境、社会、ガバナンス〉の取り組み強化
当社は、気候変動などの地球環境問題への配慮や人権の尊重、従業員の健康・

労働環境の改善、リスクマネジメントの強化、健全かつ有効なコーポレートガバ
ナンス基盤の構築などESG活動に、当社の事業を通じた積極的な取り組みをすす
めております。

“モノづくり” への飽くなき探求と品質への拘りを持ち、社会変化に柔軟に対
応することや、SDGｓに代表される社会課題の解決に貢献することにより、企業
価値の向上を図りながら未来に向けた確実な成長(サステナブル・グロース)を目
指すと共に、ステークホルダーの皆様との信頼関係の構築に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。
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（5）財産及び損益の状況

区 分
第95期 第96期 第97期 第98期

2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 (当連結会計年度)
2025年3月期

売 上 高(百万円) 14,884 15,389 14,696 15,842

経 常 利 益(百万円) 579 432 24 97
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 417 189 △243 △132

1株あたり当期純利益(円) 48.44 19.15 △36.43 △15.82

総 資 産(百万円) 12,885 13,356 14,602 14,094

純 資 産(百万円) 4,467 4,953 5,240 5,470

1 株 あ た り 純 資 産(円) 206.94 239.04 256.88 260.00

（6）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ECHO AUTOPARTS (THAILAND) CO.,LTD.
千バーツ

240,000
％

99.00
（51.00）

自動車用プラスチック部品の製造
販売

THAI KODAMA CO.,LTD.
千バーツ

150,000
％

48.67 プラスチック成形品の製造販売

THAI KODAMA (VIETNAM) CO.,LTD.
千ドン

33,324,800
％

100.00
（100.00）

プラスチック成形品の製造販売

（注）議決権比率欄の（ ）内は、間接所有割合（内数）であります。
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（7）主要な事業内容

事 業 主 要 製 品

モ ビ リ テ ィ 事 業

自動車部品（インストルメントパネル、フロン
トグリル、シート部品、ドアトリム、ラッゲー
ジトリム、ルーフ、ピラーガーニッシュ、サイ
ドマッドガード、コンソール、オイルリザーバ
タンク、バッテリートレイ他各種内外装部品）

リ ビ ン グ ス ペ ー ス 事 業

住宅関連製品（洗面ミラーキャビネット、浴室
天井・カウンター、浴槽エプロン、洗濯機パン、
排水トラップ、サニタリー部品、厨房部品等）、
家電部品（冷蔵庫内装部品、エアコン部品等）、
食品容器、飲用カップ他、プラスチックシート
製品（単層、多層、コーティング）その他

アドバンスド＆エッセンシャル事業
エンターテイメント関連製品（ゲーム用パッケ
ージ等）、PCディスプレイパネル、植物工場ト
レー他、物流資材関連製品（自動車部品用トレ
ー、電気機器部品輸送用トレー等）他

（8）主要な営業所及び工場

①当社（国内）

名 称 所 在 地

本 社 東京都千代田区

埼 玉 工 場 埼玉県本庄市

西 湘 工 場 神奈川県小田原市

袋 井 工 場 静岡県袋井市

②子会社（海外）

名 称 所 在 地

ECHO AUTOPARTS (THAILAND) CO.,LTD. タイ チャチェンサオ

THAI KODAMA CO.,LTD. タイ バンコク及びチャチェンサオ

THAI KODAMA (VIETNAM) CO.,LTD. ベトナム ドンナイ
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（9）使用人の状況

①グループ全体

前連結会計年度使用人数 当連結会計年度使用人数 増 減

618名 615名 3名減

②当社

前事業年度使用人数 当事業年度使用人数 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

169名 177名 8名増 45.90歳 15.55年

（10）主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,863

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 637

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 358

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 235

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 48
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2．会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 普通株式 15,800,000株
（2）発行済株式の総数 普通株式 15,665,637株 （自己株式6,054株を除く）
（3）株主数 普通株式 4,850名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
百株 ％

エンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任組合 97,910 62.50

小 林 崇 将 2,427 1.55

三 菱 UFJ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,467 0.93

信 太 正 美 1,440 0.92

林 成 昭 1,300 0.83

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 1,293 0.82

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 1,288 0.82

西 美 恵 子 1,168 0.74

モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー Ｍ Ｕ Ｆ Ｇ 証 券 株 式 会 社 1,166 0.74

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,008 0.64
（注）持株比率は、自己株式（6,054株）を控除して計算しております。
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3．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 北 村 以 知 雄
営業統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役（非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD 取締役(非常勤)

常 務 取 締 役 齋 藤 義 一
社長補佐・生産統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役(非常勤)
THAI KODAMA CO.,LTD. 取締役（非常勤）

取 締 役 三 村 智 彦
エンデバー・ユナイテッド株式会社 代表取締役
フェニックス・キャピタル株式会社 代表取締役
タカコーホールディングス株式会社 取締役（非常勤）
株式会社リンクスホールディングス 取締役（非常勤）

取 締 役 中 村 公 泰

エンデバー・ユナイテッド株式会社 エグ
ゼクティブアドバイザー
亜科迈電材（香港）有限公司 董事（非常勤）
广州亞科迈汽車零部件有限公司 副董事長（非常勤）
亞科迈高机能樹脂制品(开平)有限公司 董事（非常勤）
亞科迈（武漢）汽車零部件有限公司 董事（非常勤）

取 締 役 珍 部 千 裕
フェニックス・キャピタル株式会社 取締役
エンデバー・ユナイテッド株式会社 シニ
アエグゼクティブディレクター

取 締 役
（監 査 等 委 員） 横 山 徹 監査等委員長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 浦 部 明 子 ＬＭ虎ノ門南法律事務所 パートナー

水戸証券株式会社 取締役監査等委員
取 締 役
（監 査 等 委 員） 鈴 木 洋 之

公認会計士鈴木洋之事務所 代表
みずほ証券株式会社 取締役監査等委員
エンデバー・ユナイテッド株式会社 社外取締役

（注）１．取締役のうち、三村智彦氏、中村公泰氏、珍部千裕氏、横山徹氏、浦部明子氏及び鈴木洋
之氏は社外取締役であります。また、横山徹氏、浦部明子氏及び鈴木洋之氏を株式会社東
京証券取引所の規則に定める独立役員として、同取引所に届け出ております。

２．取締役（監査等委員）浦部明子氏は弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の
知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）鈴木洋之氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

４．当社は、監査等委員会の職務を補助する内部監査担当部署を有しているため、常勤の監査
等委員の選定を行っておりません。

５．2025年3月31日現在における取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

執 行 役 員 木 暮 達 人 国内工場統括

執 行 役 員 大 洞 豪 将
海外統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
取締役社長

執 行 役 員 高 橋 健 治 管理統括
THAI KODAMA CO.,LTD 取締役(非常勤)
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（2）当事業年度中の取締役の異動

①当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

退任時の地位 氏 名 退任時の担当及び重要な兼職の状況 退任年月日

代表取締役社長 坪 田 順 一
品質保証管掌
THAI KODAMA CO.,LTD.取締役（非常勤）
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役（非常勤）

2024年6月26日

取 締 役 山 岸 義 久 経営管理統括
購買担当 2024年9月30日

②当事業年度中の取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりでありま
す。

氏 名
地位、担当及び重要な兼職の状況

異動年月日
異動前 異動後

北村以知雄

取締役 執行役員
営業（マーケ）統括・技術統括
経営企画室 室長
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
取締役（非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD取締役（非常勤）

代表取締役社長
品証管掌・営業統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
取締役 （非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD取締役（非常勤）

2024年6月26日

齋 藤 義 一
常務取締役・生産統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
社長（非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD取締役（非常勤）

常務取締役・生産統括
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
取締役（非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD取締役（非常勤）

2024年6月26日

（3）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、取締役三村智彦氏、中村公泰氏及

び珍部千裕氏並びに監査等委員である取締役横山徹氏、浦部明子氏及び鈴木洋之氏
との間に、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めた額
と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額であります。

（4）役員賠償責任保険(D&O保険)契約について
当社は、取締役全員を被保険者として役員賠償責任保険(D&O保険)契約を締結し

ており、取締役がその職務執行に関して責任を負うこと及び当該責任の追及に係る
請求を受けることにより生じる損害が填補されます。保険料につきましては当社が
全額負担しております。

2025年05月28日 18時28分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 14 ―

（5）取締役の報酬等の額
①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬ごとの種類別の総額及び対象となる役員の
人数

区 分 報酬等の総額
（千円）

報 酬 等 の 額（千円） 対象となる
役員の人数基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭報酬等
（注）２

取締役
（うち社外取締役）

37,094
（―）

34,410
（―）

―
（―）

2,684
（―）

7名
(3名)

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

11,400
（11,400）

11,400
（11,400）

―
（ー）

―
（―）

3名
(3名)

（注）1．当事業年度末日現在の人員は、取締役5名（うち社外取締役3名）、監査等委員である取締
役３名（うち社外取締役３名）であります。上記の人員は、2024年6月26日をもって
退任した取締役1名及び、2024年9月30日をもって退任した1名を含んでいるため
です。

２．上記報酬等の額には、株式給付引当金の繰入額（取締役1名2,684千円）が含まれており
ます。

②業績連動報酬等（業績連動型株式報酬）に関する事項
業績連動報酬には、株式報酬を採用しています。この報酬は、業績指標とし

て単年度の連結当期純利益を掲げ、その目標値に対する達成度合に応じて算出
されるポイントを年度ごとに付与し、原則として累積ポイント数に相当する当
社株式を取締役の退任時に支給することとしています。業績指標として連結当
期純利益を選定した理由は、中長期的に継続的なグループ全体の業績の向上と
企業価値の増大への貢献意識を高めるためです。
業績連動報酬等の額の算定方法は、毎年3月末時点で在任する制度対象者につ

いて、同日に終了する事業年度に係る制度対象者のポイントを、役位及び業績
指標に基づき同年5月末日に算定し、付与しています。付与されるポイントは、
業績指標についての目標値の達成度に応じて、基準となるポイント数の0.7倍か
ら1.3倍の範囲で変動します。
当事業年度を含む連結当期純利益の推移は「1.(5)財産及び損益の状況」に記

載のとおりです。
③非金銭報酬等の内容
上記②のとおりです。

④取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
ア．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等に係る株主総会決議
当社の取締役の報酬等の額は、2015年6月26日開催の第88回定時株主総会

において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の年度総額
を、1億3千万円以内とすることをご承認いただいております。
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また、同株主総会において5事業年度あたり総額1億5千万円を拠出し、当該
金額を所定の東京証券取引所における当社株式の終値で除して得られる数を付
与株式の上限とすることを内容とする株式報酬制度の導入に関する議案も決議
されております。
当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数
は5名でした。
イ．監査等委員である取締役の報酬等に係る株主総会決議
監査等委員である取締役の報酬額は、2015年6月26日開催の第88回定時株

主総会において、年総額5千万円以内とすることをご承認いただいております。
当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は3名でした。

⑤取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
ア．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法
当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決定方針」と

いいます。）は、取締役会の諮問機関である任意の指名報酬委員会からの答申を
踏まえて、取締役会において決定しています。
イ．決定方針の内容
当社は、時代のニーズに速やかに応えるための機敏な対応と、グローバルな

視点で独創的な開発システムにより、プラスチックの可能性を追求し、いつも
お客様の信頼に値する製品づくりに徹し、全てのステークホルダーに対し魅力
ある企業であり続けることを経営理念としています。
この経営理念の実現のために最も重要な経営資源は人材であると考えます。

すなわち、当社が考える経営理念の実現のためには、高度な能力・資質を備え、
様々な困難や重圧を乗り越えることのできる人材が不可欠です。このことは、
組織を先導することが求められる取締役等の経営人材についてひとしおです。
このような認識を踏まえ当社の取締役報酬は、激化する人材獲得競争の中で

経営理念を実現し、当社の中長期的な企業価値の向上についての中核的な役割
を担うことのできる優秀な経営人材を獲得・維持し、そうした人材に対する適
切な動機付けを行うためのインセンティブを付与することを目的とします。
決定方針は、これらの目的の実現に向けて、適切に構成、水準その他取締役

の個人別の報酬等の内容に係る決定を行うための方針です。
決定方針の、社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員

である取締役以外の取締役に関する内容は、当社の執行役員の報酬について準
用されます。

2025年05月28日 18時28分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 16 ―

1. 基本原則
当社の取締役報酬に関する基本原則は、次のとおりとします。
①当社の取締役の報酬水準は、他社との人材獲得競争の中で、優秀な人材を獲
得・維持できる競争力のある水準とする。

②各取締役の報酬水準は、それぞれの職責及び業績を反映し、企業価値の向上
に対する寄与について公正に報いる。

③過度な短期志向を排し、中長期的な視点からの企業経営を促すことが期待でき
る報酬構成とする。

④報酬構成要素に企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能するように株主利益と連動したものを含める。

2. 報酬水準
当社の取締役の報酬水準は、主に優秀な人材の獲得・維持の観点から、他社と

の人材獲得競争において競争力のある水準の実現を目指すものとします。
そのため、報酬水準は、原則として、人材獲得において競合すると想定される

企業をピア・グループとして設定し、このピア・グループとの比較において競争
力のある水準の実現を目指すものとします。ピア・グループは、業種業態、売上
規模、利益規模等の指標を中心として、人材獲得における競合可能性を総合的に
検討して設定し、経営・事業環境の変化等を踏まえ、適宜、見直しを行います。
競争力のある報酬水準は、経営・事業環境や人材市場における個別的・具体的

な事情を踏まえて検討されるものであり、その積極的な定義を一般的・抽象的に
行うことは困難であると考えられます。しかし、他方で、ピア・グループにおけ
る報酬水準の中央値を下回る水準では、競争力のある水準とは言い難いと考えら
れます。
そのため、報酬水準の競争力の検討は、ピア・グループにおける中央値を起点

として行うことを原則とします。
なお、報酬水準を含む取締役報酬の決定・変更は、ピア・グループをはじめとし
た市場情報を重要な考慮要素としますが、こうした情報のみに応じて行うもので
なく、中長期的な企業価値向上の観点からの総合的な検討を踏まえて行います。
また、各取締役の報酬水準の決定・変更に際しては、当社内での公正の観点か

ら、当社における職位、役割、責任、在任年数、実績等も考慮要素に含むものと
します。

3. 報酬構成
(1) 報酬構成要素

当社の取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬（金銭報酬）並びに変動報酬
である短期業績連動報酬及び長期業績連動報酬を基本的な構成要素としてこれら
の適切な割合での組合せの実現を目指すものとします。
基本報酬：固定額での金銭報酬です。年俸制とし、12分割した金額を毎月定め
られた日に支給します。
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・短期業績連動報酬：事業年度毎の企業業績等に連動する金銭または非金銭で
の報酬です。事業年度毎の決算後に業績目標等の支給条件を確認し、支給しま
す。ただし、後述のとおり、現在の毎事業年度の標準的な報酬構成には含まれて
いません。
・長期業績連動報酬：報酬水準等が複数の事業年度での企業業績等に連動する
金銭または非金銭での報酬です。業績目標等の支給条件を確認し、支給します。

(2) 社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役
以外の取締役
①報酬構成

現在、社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である
取締役以外の取締役の毎事業年度の標準的な報酬は、基本報酬及び長期業績連
動報酬である株式報酬により構成されています。
現在の毎事業年度の標準的な報酬構成比率は、業績連動報酬を制度設計上の

基準額（長期業績連動報酬については、基準となる業績目標を達成した際に当
社が計上する費用を基準額としています。）で、概ね、基本報酬：長期業績連動
報酬（株式報酬）＝8：2となっています。
短期業績連動報酬（特別賞与）については、当社が経営再建の途にあること

を踏まえ、その支給を適当とする事業年度毎の個別の判断がなされた場合にの
み支給されます。そのため、上述の毎事業年度の標準的な報酬の構成には含め
ていません。

②基本報酬
社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役

以外の取締役の基本報酬は、役位に応じて定められた金額が定期で支給されま
す。その水準は、原則として、ピア・グループにおける中央値を起点として検
討を行います。

③長期業績連動報酬（株式報酬）
株式報酬は、役位及び毎事業年度の業績目標の達成度合いに応じて交付され

る株式数が計算・累積され、原則として退任時に当社株式が交付されます。
この報酬は、最終的な報酬水準が退任時の当社の株価によって定まるもので

あることから、中長期的な当社の企業価値向上へのインセンティブとなること
を意図したものです。また、株価を通じた株主利益との連動を図るものです。
業績目標にかかる指標は、毎事業年度の純利益を採用しています。これは、株
主利益に最も近い利益であり、株主利益との連動を趣旨とする株式報酬に馴染
むと考えられるため、及び将来交付される株式を用いた報酬により中長期的な
企業価値向上への意識付けを行う一方で、業績指標として足元での純利益を用
いることで、中長期的な企業価値向上と短期的な利益の確保とのバランスの実
現を図るためです。

④短期業績連動報酬（特別賞与）
特別賞与は、毎事業年度の営業利益の目標の達成を前提とし、その支給を適

当とする事業年度毎の個別の判断がなされた場合にのみ支給されます。
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特別賞与支給の前提となる業績指標として営業利益を選定した理由は、経営
再建の途にある当社においては利益志向が重要であることから、賞与の業績指
標とすることを通じて、取締役に対してこれを意識した経営を促すためです。

(3) 社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）または監査等委員である取
締役

①報酬構成
社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）または監査等委員である取

締役の報酬構成は、業務執行に対する適切な牽制を確保する観点から、基本報
酬のみとします。

②基本報酬
社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）または監査等委員である取

締役の基本報酬は、あらかじめ定められた金額が定期で支給されます。
その報酬水準は、ピア・グループの水準を踏まえつつ、当社における職責等

に照らし、適切と考えられる水準とします。

4．ガバナンス
社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員以外の取締役

の個人別の報酬等の内容の決定は、取締役会からの委任を受けた代表取締役社
長が行います。
代表取締役社長は、本方針に従って、社外取締役（監査等委員である取締役

を除く。）及び監査等委員以外の取締役の個人別の報酬等の内容について、次の
事項を決定します。
①各取締役の基本報酬の金額
②各取締役の賞与の金額

取締役会は、委任にかかる権限が代表取締役社長によって適切に行使され
るよう、その行使を監督します。また、事業環境・経営環境の変化を踏まえ、
適宜に本方針の見直しを行うものとします。
社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬の決定は、

取締役会が行います。
監査等委員である取締役の個人別の報酬の決定は、監査等委員である取締

役の協議により決定します。
当社では、取締役の報酬の妥当性と決定プロセスの透明性を確保するため、

取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とし、委員の過半数を社外
取締役とする任意の指名報酬委員会を設置しています。任意の指名報酬委員
会では、本方針の見直しやピア・グループの設定等の本方針における重要な
考慮事項についての審議を行い、取締役会に対して答申を行います。
また、任意の指名報酬委員会では、検討の客観性を担保するため、経営者

報酬に関する専門的知見を有するコンサルタントを起用し、市場データ及び
助言の提供を受けています。
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ウ．当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の
報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容の決定

にあたっては、他社水準、当社業績、従業員給与とのバランス等を踏まえて、
取締役会により定められた役位別報酬テーブルに基づき、取締役会から取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の決定の委任を受けて代
表取締役社長が決定しており、前述イに概要を記載する決定方針に沿うもので
あると判断しております。

⑥取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の決定に係る
委任に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の具体的内容

の決定については、取締役会にて代表取締役社長である北村以知雄に委任する
旨の決議をしています。
その権限の範囲は、各取締役の基本報酬の額の決定です。この権限を委任し

た理由は、当社全体の事業を俯瞰しつつ各取締役がその担当事業に資するとこ
ろをあらかじめ考慮するには代表取締役社長が最も適していると考えられるた
めです。
また、この権限を適切に行使するため、その行使に際しては、過半数の社外

取締役で構成される任意の指名報酬委員会への諮問を経るものとしています。
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（6）社外役員に関する事項

①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

区 分 氏 名
重要な兼職の状況

兼職先と当社との関係
兼職先の名称 兼職の内容

取 締 役 三 村 智 彦

エンデバー・ユナイテッド株式会社 代 表 取 締 役

重要な取引等の
関係はありませ
ん。

フェニックス・キャピタル株式会社 代 表 取 締 役

タカコーホールディングス株式会社 取締役（非常勤）

株式会社リンクスホールディングス 取締役（非常勤）

取 締 役 中 村 公 泰

エンデバー・ユナイテッド株式会社 エグゼクティブアドバイザー

重要な取引等の
関係はありませ
ん。

亜科迈電材（香港）有限公司 董事（非常勤）

广州亞科迈汽車零部件有限公司 副董事長（非常勤）

亞科迈高机能樹脂制品(开平)有限公司 董事（非常勤）

亞科迈（武漢）汽車零部件有限公司 董事（非常勤）

取 締 役 珍 部 千 裕
フェニックス・キャピタル株式会社 取 締 役 重要な取引等の

関係はありませ
ん。エンデバー・ユナイテッド株式会社 シニアエグゼクティブディレクター

取 締 役
（監査等委員） 浦 部 明 子

LM虎ノ門南法律事務所 パ ー ト ナ ー 重要な取引等の
関係はありませ
ん。水戸証券株式会社 取締役監査等委員

取 締 役
（監査等委員） 鈴 木 洋 之

公認会計士鈴木洋之事務所 代 表 重要な取引等の
関係はありませ
ん。

みずほ証券株式会社 取締役監査等委員

エンデバー・ユナイテッド株式会社 社 外 取 締 役
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②当事業年度における主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行っ
た職務の概要

氏 名 出席状況 活動状況

三 村 智 彦 取締役会 17／17回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全てに出席し、多くの経営に
携わってきた専門知識と豊富な実
務経験を基に適宜有益な意見を述
べております。

中 村 公 泰 取締役会 17／17回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全てに出席し、製造業に長

年携わってきた専門知識と豊富な
実務経験を基に適宜有益な意見を
述べております。

珍 部 千 裕
取締役会 17／17回（100％）

任意の指名報酬委員会 4／4回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全て並びに任意の指名報酬

委員会4回全てに出席し、多くの
投資に携わってきた専門知識と豊
富な実務経験を基に適宜有益な意
見を述べております。

横 山 徹

取締役会 17／17回（100％）

監査等委員会 15／15回（100％）

任意の指名報酬委員会 4／4回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全て並びに監査等委員会

15回全て並びに任意の指名報酬委
員会4回全てに出席し、企業の経
営幹部としての豊富な経験を基に
監査等委員の立場で適宜有益な意
見を述べております。

浦 部 明 子
取締役会 17／17回（100％）

監査等委員会 15／15回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全て並びに監査等委員会

15回全てに出席し、弁護士として
の高い専門性と豊富な経験を基に
監査等委員の立場で適宜有益な意
見を述べております。

鈴 木 洋 之
取締役会 17／17回（100％）

監査等委員会 15／15回（100％）

当事業年度に開催された取締役会
17回全て並びに監査等委員会

15回全てに出席し、公認会計士と
しての高い専門性と豊富な経験を
基に監査等委員の立場で適宜有益
な意見を述べております。
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4．会計監査人に関する事項

（1）会計監査人の名称

監査法人 薄衣佐吉事務所

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①公認会計士法第2条第1項の監査業務の報酬等の額 32,900千円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,900千円

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監
査の報酬等の額を含めて記載しております。

2．当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠などを確認
し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っており
ます。

（3）子会社の監査の状況

子会社名 会計監査人の名称

ECHO AUTOPARTS (THAILAND) CO.,LTD. KPMG PHOOMCHAI AUDIT LTD.

THAI KODAMA CO.,LTD. ERNST & YOUNG OFFICE LIMITED

THAI KODAMA (VIETNAM) CO.,LTD. GRANT THORNTON (VIETNAM) LIMITED

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社都合の場合のほか、会計監査人が、会社法・公認会計士法の法令に違反・
抵触した場合及び当社の具体的な状況に応じた視点から監査能力・適格性が不適
格と判断した場合、監査等委員会は会計監査人の解任または不再任に関する議案
の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いた
します。
また、会計監査人が会社法第340条第1項の各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任
し、株主総会にて報告いたします。
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5．当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他業務の適正を確保するための体制

（1）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

①当社は、当社グループの役職員が法令・定款及び当社グループの経営理念を尊
重し、当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
め、取締役会規則、児玉化学グループ企業倫理憲章等を定めております。

②社会から信頼される経営を図るため、監査等委員を含む取締役及び役職員によ
って構成されたコンプライアンス委員会を定期的に開催しています。

③当社の取締役は、取締役会規則その他の関連規則に基づき、当社グループの重
要事項について取締役会において意思決定を行い、相互にその職務執行の監
視・監督にあたっています。

④当社の監査等委員会は、取締役会その他の重要な会議に出席し、業務執行者に
対しては職務執行に関する監査・監督を行い、当社グループの業務及び財産の
状況の調査を行っています。内部監査部門とも緊密に連携しております。

⑤当社のコンプライアンス担当取締役は、業務執行部門の責任者、監査室及び監
査等委員会との連携により所管の当社グループ各社を含め、内部統制の実効性
の確保と改善に努めています。

（注） 当社グループは、上記(1)の①に基づいて児玉化学グループ企業倫理憲章及び児玉化学グルー
プ・コンプライアンス行動規範等を定め、児玉化学グループ・コンプライアンス行動規範第2
章第6項に、反社会的勢力には毅然と対応すること及び違法行為や反社会的行為には一切関わ
らず、また名目の如何を問わず反社会的勢力に対して経済利益を含む一切の利益を供与しない
など「反社会的勢力との関係断絶」を宣言すると共に周知の徹底を行っております。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①文書管理規定その他の関連規定に基づき、次の各号に定める文書（電磁的記録
を含む。）を関連資料と共に管理し保存しています。
イ．株主総会議事録
ロ．取締役会議事録
ハ．その他取締役の職務執行に関する重要な文書

②前号を含む会社業務に関する文書は文書管理規定に基づいて適正に管理し保存
をしています。

③当社の取締役は、各業務執行部門が保存及び管理する情報を常時、直接、閲
覧・謄写または複写ができます。
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（3）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社社長をリスク管理統括責任者としたリスクマネジメントは、リスク管理規
定等でその整備及び適切な運用・管理を行い、監査等委員を含む取締役が出席
するリスク管理推進委員会で各職場のリスク管理の状況が定期的に報告されて
います。

②当社の監査室は子会社を含む各業務執行部門のリスク管理の状況を監査し、そ
の結果を定期的に社長及び監査等委員会に報告し、重要な事項については取締
役会に報告します。

③当社グループの取締役及び役職員は当社グループの重大な損失の危険が現実化
した場合はすみやかに当社の取締役会に報告します。

（4）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

①中期経営計画に沿って、年度毎の具体的な予算等の経営目標を取締役会で定め、
その達成を図っています。

②当社グループの経営に関する意思決定及び執行を効率的かつ適正に行うため、
当社及び当社子会社の取締役会をはじめとする各審議決定機関の権限と各部門
の所管事項を当社グループの社内規則に定めています。

（5）当社グループの使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

①当社グループは、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るため、児玉化学グループ・コンプライアンス行動規範、コンプライアンス・
ホットライン運用規則等を定め周知徹底を図っています。

②当社グループの使用人は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要
な事実を発見した場合、コンプライアンス委員会への報告、または監査等委員
会に直接報告ができます。

③法令違反の疑義がある行為を通報した者の匿名性を保障し、通報者への不利益
行為をしてはならないことをグループの社内規程に定めています。

（6）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制及び当社の子会社の取
締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

①当社の取締役は、各業務執行部門を指揮し当社及びグループ各社においてコン
プライアンス体制や内部統制が有効に機能するための方策を行っております。

②当社の監査室は当社及びグループ各社の内部統制の有効性を監査し、結果を社
長及び各業務執行部門の責任者並びに監査等委員会に報告し、重要な事項につ
いては取締役会に報告します。
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③当社の子会社の社長は、業務の適正を確保するために当該子会社の内部統制の
確立と運用の権限と責任を有し、当該子会社の取締役等の職務執行に係る事項
の改善に努め、当社の監査等委員会、取締役会及び業務執行部門に対して定期
的に報告を行います。

④当社の監査等委員会は、当社及び当社の子会社の社長または使用人に対し、そ
の職務の執行に関する事項の報告を求め、当社及び当社の子会社の業務及び財
産状況の調査を行うことができます。

（7）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
①当社の監査等委員会の職務を補助する組織として事務局を置き、監査室及びそ
の他必要に応じた部署が加わります。

②当社の監査等委員会は、監査室等に対して内部監査結果の報告または特定事項
の調査を求めることができ、必要に応じ、改善策の策定を指示または勧告する
ことができます。

（8）前項の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項及び当該取締役及び使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
補助者の人事異動等については、監査等委員会の同意を得てこれを行います。

（9）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当社の監査等委
員会に報告をするための体制及び当社の子会社の取締役及び使用人等またはこ
れらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制

①次に掲げる資料は重要経営情報として当社の監査等委員会に提出し報告をしま
す。
経営執行会議資料、予算資料、月次・四半期決算資料、内部情報開示資料、監
査室の業務監査報告書

②当社グループの取締役は前項のほか次に定める事項を当社の監査等委員会に報
告します。
イ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
ロ．重大な法令・定款違反
ハ．コンプライアンス上の重要な事項

③当社グループの使用人は内部統制上の重大な問題事項を発見した場合は、当社
の監査等委員会に直接報告できます。

④当社グループの取締役及び使用人は、当社の監査等委員会が当社事業の報告を
求めた場合、または業務及び財産の状況調査の要請があった場合は、迅速かつ
的確に対応し協力します。
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（10）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社グループは、児玉化学グループ・コンプライアンス行動規範、コンプライ
アンス・ホットライン運用規則等で法令違反の疑義がある行為を通報した者の
匿名性を保障し、かつ通報者への不利益行為を禁止する規程を定めています。

（11）当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用または償還の手続その他
の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員会は必要に応じ会計監査人・弁護士に相談することができ、その費
用は会社が負担します。

（12）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

①社外取締役の独立性要件を確保し、対外透明性を高めることを継続して推進し
ています。

②当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、監査等委
員会と社長をはじめとする執行部門との定期的な会合、監査等委員と内部監査
部門との間の連携、情報交換等を行っています。

（13）財務報告の信頼性を確保するための体制
①適正な財務報告を確保するための全社的な方針や手続きを示し、適切な整備と
運用に取り組んでいます。

②財務報告の重要な事項に虚偽記載が発生するリスクを適切に評価して、リスク
管理の強化を図っています。

③財務報告の重要な事項に虚偽記載が発生するリスクを低減するための体制整備
と運用に取り組んでいます。

④事実に基づいた公正な情報が適時適切に伝達される仕組みの整備と運用に取り
組んでいます。

⑤財務報告に係わるモニタリングを行うことにより、経営に影響を与えるリスク
の未然防止に取り組んでいます。

⑥財務報告に係る内部統制のＩＴリスクについて適切に評価し、リスクの低減に
取り組んでいます。

（14）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
企業倫理に関する方針・行動規範において、反社会的勢力に対して毅然と対応
し、違法行為には一切関わらないことを宣言し児玉化学グループコンプライア
ンス手帳等により社内の周知徹底を行っております。
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6．内部統制システムの運用状況の概要
①当社の内部統制システムは内部統制基本方針に従い、適切な運用を行っており
ます。

②社長を統括責任者とするリスク管理推進委員会及びコンプライアンス委員会等
により、リスクの洗出しによる評価と具体的な対応が協議されています。

③財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムは、会計監査人との連携
を含めて適切に整備・運用が行われております。

④当社グループの重要事項については、取締役会及び経営執行会議において多面
的な審議を行い、損失危険等のリスク管理を適切に行っています。

⑤執行役員制度による経営の監督機能と業務執行機能の役割分担及び年間実行計
画に基づく明確な事業方針のもと、意思決定と業務執行の効率化、迅速化を図
って内部統制の体制整備と実施が適切に行われています。

⑥内部統制基本方針に基づいた当社監査等委員会及び内部監査部門による監査並
びに診断等が実施され、当社及び子会社からなる企業集団の営業成績並びに財
務状況その他の重要な情報は適切に報告されており、内部統制の評価と適正性
は確保されています。

⑦監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性は、基本方針に従い十分確保
されています。

⑧監査等委員会が必要とする情報は、取締役や社内関係部署から重要な意思決定
や職務の執行状況並びに職務の執行に関する説明とそれらに関連した重要な文
書の供覧等により提供されており、監査等委員会への報告は適切に行われてお
ります。

⑨リスク管理統括責任者は、監査等委員会と監査上の重要課題等について意見交
換を実施しています。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有 形 固 定 資 産）
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

（無 形 固 定 資 産）
そ の 他
（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
固 定 化 営 業 債 権
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

千円

5,454,244
1,618,115
2,672,315
295,441
189,432
576,301
116,722
△14,084

8,640,548
（7,760,518)
1,854,105
1,243,121
3,179,266
618,569
114,694
750,760

（70,424)
70,424

（809,605)
737,390
18,990
22,020
19,316
66,038

△54,150

（負 債 の 部） 千円

流 動 負 債 7,826,225
支払手形及び買掛金 1,685,352
電 子 記 録 債 務 785,707
短 期 借 入 金 3,420,900
リ ー ス 債 務 367,818
未 払 法 人 税 等 46,906
前 受 金 508,989
賞 与 引 当 金 64,616
訴 訟 損 失 引 当 金 17,348
そ の 他 928,586

固 定 負 債 798,089
リ ー ス 債 務 141,123
繰 延 税 金 負 債 252,655
株 式 給 付 引 当 金 19,408
退職給付に係る負債 346,100
そ の 他 38,800

負 債 合 計 8,624,315
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 3,226,140
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 2,254,948
利 益 剰 余 金 920,970
自 己 株 式 △49,777

その他の包括利益累計額 832,881
その他有価証券評価差額金 335,593
為 替 換 算 調 整 勘 定 498,627
退職給付に係る調整累計額 △1,340

非支配株主持分 1,411,455
純 資 産 合 計 5,470,477

資 産 合 計 14,094,792 負 債 及び純資産合計 14,094,792
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自2024年4月1日 至2025年3月31日）

科 目 金 額
千円

売 上 高 15,842,015
売 上 原 価 13,397,623
売 上 総 利 益 2,444,391
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,281,970
営 業 利 益 162,420
営 業 外 収 益

受 取 利 息 40,109
受 取 配 当 金 16,868
そ の 他 23,688

（ 営 業 外 収 益 合 計 ） (80,666)
営 業 外 費 用

支 払 利 息 93,730
支 払 手 数 料 33,869
為 替 差 損 10,970
そ の 他 6,754

（ 営 業 外 費 用 合 計 ） (145,326)
経 常 利 益 97,761
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 97,761

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 98,823
法 人 税 等 調 整 額 919

当 期 純 損 失 1,982
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 130,867

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 132,850
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
千円 千円 千円 千円 千円

2024年４月１日残高 100,000 2,254,948 1,093,820 △52,881 3,395,887
3395887連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △40,000 △40,000
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 △132,850 △132,850

自 己 株 式 の 処 分 3,183 3,183
自 己 株 式 の 取 得 △80 △80
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 ー ー △172,850 3,103 △169,746
2025年３月31日残高 100,000 2,254,948 920,970 △49,777 3,226,140

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2024年４月１日残高 234,918 288,358 123,290 646,567 1,197,557 5,240,013
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 ー △40,000
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 損 失 ー △132,850

自 己 株 式 の 処 分 ー 3,183
自 己 株 式 の 取 得 ー △80
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額) 100,675 210,268 △124,630 186,314 213,897 400,211

連結会計年度中の変動額合計 100,675 210,268 △124,630 186,314 213,897 230,464
2025年３月31日残高 335,593 498,627 △1,340 832,881 1,411,455 5,470,477
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 ECHO AUTOPARTS (THAILAND) CO.,LTD.

THAI KODAMA CO.,LTD.
THAI KODAMA (VIETNAM) CO.,LTD.

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数及びこれらのうち主要な会

社等の名称
持分法を適用した関連会社はありません。

② 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有してい
る会社等のうち関連会社としなかった会社等の名称等
該当する会社はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社３社の決算日は12月31日であり、連結決算日と異なっております

が、連結計算書類作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法
ハ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

当社 総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

連結子会社 主として移動平均法による低価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

当社 定額法
連結子会社 定額法

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）
当社 定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

連結子会社 定額法
ハ リース資産

当社 所有権移転ファイナンス・リースに係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

連結子会社 所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金

当社 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきま
しては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
つきましては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額
を計上しております。

連結子会社 債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績に
基づき回収の可能性を評価して計上しております。

ロ 賞与引当金
従業員及び使用人兼務役員に支給する賞与の当期費用負担
分を計上したもので支給見込額に基づき計上しておりま
す。

ハ 訴訟損失引当金
連結子会社 係争中の訴訟に係る損失に備えるため、将来発生する可能

性のある損失見込み額を計上しております。
ニ 株式給付引当金

当社 役員報酬BIP信託による当社株式の交付に備えるため、株
式交付規程に基づき、役員に割り当てられたポイントに応
じた株式の支給見込額を計上しております。

連結子会社 該当事項はありません。
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④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
また、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつきまして
は、特例処理を行っております。

ロ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
なお、退職給付費用の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ
ております。
過去勤務費用につきましては、その発生年度の費用として処理して
おります。また、数理計算上の差異につきましては、主として６年
による按分額を発生の翌期から費用処理することとしております。

ハ 収益及び費用の計上基準
製品または商品の販売に関する収益は、プラスチック製品の製造、
販売を主な事業とし、顧客との販売契約に基づいて製品または商品
を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品また
は商品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品または商品に対
する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識し
ております。なお、一部製品または商品の販売において「収益認識
に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを
適用し、出荷時に収益を認識しております。
また、金型取引等のうち、一時点において顧客に支配が移転せず、
一定の期間にわたり履行義務を充足すると認められる取引について
は、金型の償却期間にわたり定額法で収益を認識しております。

（5）追加情報
①役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引

当社は、2015年6月26日の定時株主総会決議により、取締役（社外取締役及
び監査等委員である者を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行役員を
対象に、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期
に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とし
て、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入いたしました。
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イ 取引の概要
本制度は当社が拠出する取締役等報酬額を原資として当社株式が
信託を通じて取得され、役位と業績指標に応じて当社の取締役等
に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭が取締役等の
退任時に交付及び給付される株式報酬制度です。ただし、取締役
等が当社株式等の交付等を受けるのは、原則として、取締役等の
退任時となります。

ロ 信託に残存する自己株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を
除く。）により、純資産の部に自己株式として計上しております。
当連結会計年度末日において、当該自己株式の帳簿価額及び株式
数は帳簿価額 45,414千円、54千株であります。

２．会計方針の変更
該当事項はありません。

３．会計上の見積りの変更
当社は、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、

従来、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数で費用処理しておりましたが、
平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度より費用処理年数を７
年から６年に変更しております。
なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した

項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性
があるものは、次のとおりです。

（繰延税金資産の回収可能性）
繰延税金資産 22,020千円

繰延税金負債と相殺前の金額 81,999千円
繰延税金資産の認識は、主要な取引先の契約内容及び需要予測をもとに策定し

た将来の事業計画及びタックスプランニングの金額に、過去の予算達成率を加味
して見積もっております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能

性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌
連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え
る可能性があります。
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（固定資産の減損損失）
１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

当連結会計年度
有形固定資産 3,494,125千円
無形固定資産 11,053千円
減損損失 ―千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（１）見積りの算出方法

当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準等に従い、グルーピング
を行っており、工場ごとに継続的な収支の把握を行っている状況を踏まえ、
工場等をグルーピングの最小単位としております。固定資産のうち減損の兆
候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産グループか
ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上
しております。回収可能価額は、使用価値または正味売却可能価額により測
定しており、使用価値を算定する場合における割引前将来キャッシュ・フロ
ーは、工場ごとの事業計画を基礎としております。

（２）見積りの算定に用いた主要な仮定
減損損失の認識の判定に使用される将来キャッシュ・フローは、取締役会

にて承認された工場ごとの事業計画を基礎としており、当該事業計画は、取
引先からの受注等に基づく市場予測、過去の原価率趨勢等の仮定を使用して
おります。
この将来キャッシュ・フローの算定に用いた仮定は、入手可能な情報に基

づいた最善の見積りであると判断しております。
また、正味売却可能価額の見積りにあたっては、主として不動産鑑定評価

をもとに総合的に判断しております。
３．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

今後、取引先との受注の動向や調達価額の変動によっては、工場の収益性
悪化や不動産の時価下落による、減損処理が必要になった場合、当社グルー
プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

有 価 証 券 736,354千円 （帳簿価額）
建 物 及 び 構 築 物 1,725,897千円 （ 〃 ）
土 地 3,085,180千円 （ 〃 ）

計 5,547,432千円 （ 〃 ）
上記は短期借入金1,478,400千円、短期借入金（１年以内返済予定の長期借
入金）1,893,749千円の担保に供しております。
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（２）有形固定資産の減価償却累計額17,875,622千円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 7,859,191 7,812,500 ― 15,671,691

A 種 優 先 株 式 （株） 7,812,500 ― 7,812,500 ―

（変動事由の概要）
A種優先株式の保有者でありましたエンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責

任組合（以下「EU LPS」といいます。）から、その保有するA種優先株式の全てにつ
いて普通株式を対価とする取得請求権が行使され、2025年３月27日付にて普通株式
への転換が完了いたしました。

（２）剰余金の配当に関する事項
① 配当金の支払額

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総額（千円）

１株あたり
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年5月15日
取締役会

A種優先株式 40,000 5.12 2024年3月31日 2024年6月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達につ
いては銀行借入による間接金融のほか、株式発行、債権流動化等による直接金融
によっております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規
程に沿ってリスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありま

す。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしてお
ります。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含ま
れておりません。（（注２）を参照ください。）また、現金は注記を省略しており、
預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略
しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

① 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,672,315 2,672,315 ―

② 投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券 736,387 736,387 ―

資 産 計 3,408,703 3,408,703 ―
① 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,685,352 1,685,352 ―
② 電 子 記 録 債 務 785,707 785,707 ―

③ 短 期 借 入 金 3,420,900 3,420,900 ―

④ リース債務「流動負債」 367,818 367,818 ―

⑤ 未 払 金 649,763 649,763 ―

⑥ リース債務「固定負債」 141,123 128,460 △12,663

負 債 計 7,050,665 7,038,001 △12,663

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプット説明
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の評価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定対象となる資産また
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の評価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の評価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数利
用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しております。

受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期

間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。
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投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、リース債務「流動負債」並び
に未払金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・

フローと、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値
法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務「固定負債」
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注２）市場価格のない株式等
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,003

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計モ ビ リ テ ィ
事業

リ ビ ン グ
スペース事業

アドバンスド
＆エッセンシ
ャル事業

売上高

日本 6,368,836 2,570,496 488,230 9,427,564

東南アジア 4,721,356 1,693,094 ー 6,414,451

顧客との契約から生じる収益 11,090,193 4,263,590 488,230 15,842,015

（2）収益を理解するための基礎となる情報
「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

契約負債 508,989

契約負債の残高は、モビリティ事業における金型等の対価として受け取った
前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま
す。

② 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、

以下のとおりです。
（単位：千円）

当連結会計年度

１年以内 373,688

１年超 118,141

合計 491,830

９．１株あたり情報に関する注記
１株あたり純資産額 260円 00銭
１株あたり当期純損失 15円 82銭

10．重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合及び債権譲受）

当社は、2025年４月１日付けで、メプロホールディングスの株式取得（子会社
化）及びEU LPSがメプロホールディングスの子会社に対して有する債権の譲受を
下記のとおり完了いたしました。なお、EU LPSは当社の主要株主であり、関連当
事者であります。
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１．取得の理由
当社は、樹脂加工製品の設計から製造販売までを領域として、樹脂加工に関わ

る製品分野で挑戦を続け、製品化に貢献をしております。一方、メプロホールデ
ィングスは、アルミダイカスト、粉末冶金、鉄鍛造といった特性が異なる３つの
金属加工製法を駆使する国内でも稀有な会社であり、自動車部品業界を中心に顧
客企業の多様なニーズに応え続けています。今回の株式取得によって、企業規模
の拡大及びポートフォリオ強化による経営の安定化、並びに技術・機能面でのシ
ナジー創出による新たな成長ビジョンの策定等により、両社の発展が実現できる
と判断いたしました。具体的には、顧客の共有、樹脂と金属を組み合わせた製品
開発、物流子会社を使ったコスト削減、海外拠点の活用等が期待でき、今回の株
式取得により当社の企業価値向上が見込まれると判断しております。

２．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

企業の名称 メプロホールディングス

事業の内容 株式保有を通じた事業会社の経営管理

資本金 100,000千円

（２）企業結合日 2025年４月１日

（３）企業結合の法的形式 現金を対価とする株式取得及び債権譲渡

（４）結合後企業の名称 変更はありません。

（５）取得した議決権比率 100.0％
３．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況並びに債権譲受の概要
（１）異動前の所有株式数 ０株

（議決権の数：０個、議決権所有割合：0.0％）

（２）取得株式数 400株

（議決権の数：400個）

（３）取得価額 1,000,000千円

（４）異動後の所有株式数 400株

（議決権の数：400個、議決権所有割合：100.0％）

（５）債権譲受の目的たる財産 EU LPSが保有する
子会社に対する貸付債権

（６）債権譲受の目的たる財産の価額 3,420,000千円 （※）額面
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用 109,353千円
現時点では確定していないため、暫定額を記載しております。

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

（多額な資金の借入）
当社は、株式会社三菱UFJ銀行と金銭消費貸借契約を下記のとおり締結し、借

入を実行いたしました。
１．資金使途 投資資金

２．借入金額 1,000,000千円

３．借入利率 基準金利＋0.2％

４．借入実行日 2025年４月１日

５．返済期限 2025年６月30日

６．返済方法 期日一括返済

７．担保提供 メプロホールディングスの保有する定期預金

（投資有価証券売却の決定）
当社は、2025年４月23日開催の取締役会において、投資有価証券の一部を売

却する決議をしました。これにより2026年３月期連結会計期間において投資有価
証券売却益（特別利益）を計上する予定です。なお、売却する有価証券に担保権
を設定しておりますが、売却手続きに伴い、担保権は解除する事となります。

１．投資有価証券売却の理由
当社は政策保有株式及び借入金額の縮減を進めており、本件の売却はその一環

であります。
２．投資有価証券売却の内容
（１）売却を予定している投資有価証券 当社が保有する上場株式３銘柄

（２）売却期間 2025年４月24日
〜 2025年６月30日（予定）

（３）投資有価証券売却損益 現時点では確定しておりません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月23日
児玉化学工業株式会社
取 締 役 会 御中

監査法人 薄衣佐吉事務所
東京都文京区
指定社員
業務執行社員 公認会計士 長 谷 部 健 太
指定社員
業務執行社員 公認会計士 平 谷 一 史
指定社員
業務執行社員 公認会計士 櫻 澤 巧 大

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、児玉化学工業株式会社の2024年４月

１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、児玉化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2025年４月１日付けで、株式会社メプロ

ホールディングスの株式取得（子会社化）及びエンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任
組合が株式会社メプロホールディングスの子会社に対して有する債権の譲受を完了している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類または当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重
要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

連結計算書類を作成するにあたり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正または

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正または誤謬により
発生する可能性があり、個別にまたは集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正または誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、または
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
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・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合または阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（2025年3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有 形 固 定 資 産）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

（無 形 固 定 資 産）
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
固 定 化 営 業 債 権
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

千円
2,382,860
193,375
380,606

1,218,014
161,522
140,329
230,242

2,609
20,055
6,591

30,018
△503

7,198,347
（5,626,448）
1,454,864

27,989
811,986

0
603,461

2,297,271
356,867
74,006

（51,720）
44,775
6,944

（1,520,177）
737,390
660,791

500
18,990
2,710

153,946
△54,150

（負 債 の 部） 千円

流 動 負 債 6,394,997
支 払 手 形 66,246
電 子 記 録 債 務 785,707
買 掛 金 894,350
短 期 借 入 金 1,200,000
１年内返済予定の長期借入金 1,942,500
リ ー ス 債 務 300,773
未 払 金 486,117
未 払 費 用 73,077
前 受 金 508,989
未 払 法 人 税 等 7,847
賞 与 引 当 金 58,381
預 り 金 23,506
設 備 関 係 支 払 手 形 47,500

固 定 負 債 259,025
リ ー ス 債 務 67,994
株 式 給 付 引 当 金 19,408
繰 延 税 金 負 債 132,822
そ の 他 38,800
負 債 合 計 6,654,022
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,591,591
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 2,305,722

そ の 他 資 本 剰 余 金 2,305,722
利 益 剰 余 金 235,646
利 益 準 備 金 15,015
そ の 他 利 益 剰 余 金 220,631
繰 越 利 益 剰 余 金 220,631

自 己 株 式 △49,777
評価・換算差額等 335,593

その他有価証券評価差額金 335,593

純 資 産 合 計 2,927,185
資 産 合 計 9,581,207 負債・純資産合計 9,581,207

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自2024年4月1日 至2025年3月31日）

科 目 金 額
千円

売 上 高 9,427,564
売 上 原 価 8,055,090
売 上 総 利 益 1,372,473
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,459,933
営 業 損 失 87,459
営 業 外 収 益

受 取 利 息 243
受 取 配 当 金 97,778
そ の 他 5,411

（ 営 業 外 収 益 合 計 ） (103,434)
営 業 外 費 用

支 払 利 息 73,581
支 払 手 数 料 33,869
為 替 差 損 14,580
そ の 他 5,080

（ 営 業 外 費 用 合 計 ） (127,112)
経 常 損 失 111,138
税 引 前 当 期 純 損 失 111,138

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,937
法 人 税 等 調 整 額 △20,274

当 期 純 損 失 106,801
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自2024年4月1日 至2025年3月31日）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主 資 本
合 計その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計

繰越利益剰余金
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2024年４月１日残高 100,000 2,305,722 2,305,722 11,015 371,433 382,448 △52,881 2,735,289

事業年度中の変動額 ― ― ―

剰余金の配当 ― 4,000 △44,000 △40,000 △40,000

当期純損失 ― △106,801 △106,801 △106,801

自己株式の処分 ― ― 3,183 3,183

自己株式の取得 ― ― △80 △80

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額) ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 4,000 △150,801 △146,801 3,103 △143,698

2025年３月31日残高 100,000 2,305,722 2,305,722 15,015 220,631 235,646 △49,777 2,591,591

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

千円 千円 千円

2024年４月１日残高 234,918 234,918 2,970,207

事業年度中の変動額
剰余金の配当 ― △40,000

当期純損失 ― △106,801

自己株式の処分 ― 3,183

自己株式の取得 ― △80

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額) 100,675 100,675 100,675

事業年度中の変動額合計 100,675 100,675 △43,022

2025年３月31日残高 335,593 335,593 2,927,185

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び
関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない
株式等

移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

③ リース資産
所 有 権 移 転
ファイナンス・
リ ー ス に 係 る
リ ー ス 資 産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方
法を採用しております。

所 有 権 移 転 外
ファイナンス・
リ ー ス に 係 る
リ ー ス 資 産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員及び使用人兼務役員に支給する賞与の当期費用負
担分を計上したもので、支給見込額に基づき計上してお
ります。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。
過去勤務費用については、その発生年度の費用として処
理しております。
また、数理計算上の差異については、６年による按分額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。

④ 株式給付引当金 役員報酬BIP信託による当社株式の交付に備えるため、
株式交付規程に基づき、役員に割り当てられたポイント
に応じた株式の支給見込額を計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジに係る会計処理
イ ヘッジ会計の方法 原則として、繰延ヘッジ処理によっております。また、

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
は、特例処理を行っております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
金利スワップ 借入金

ハ ヘッジ方針 「デリバティブ取引のリスク管理に関する規程」に基づ
き、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動
リスクを一定の割合でヘッジしております。

ニ 有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場
変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計また
は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについて
は、有効性の評価を省略しております。
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② 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の
会計処理の方法は、連結貸借対照表におけるこれらの会計処理の方
法と異なっております。

③ 収益及び費用の計上基準
製品または商品の販売に関する収益は、プラスチック製品の製造、
販売を主な事業とし、顧客との販売契約に基づいて製品または商品
を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品また
は商品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品または商品に対
する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識し
ております。なお、一部製品または商品の販売において「収益認識
に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを
適用し、出荷時に収益を認識しております。
また、金型取引等のうち、一時点において顧客に支配が移転せず、
一定の期間にわたり履行義務を充足すると認められる取引について
は、金型の償却期間にわたり定額法で収益を認識しております。

（5）追加情報
① 役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引

連結注記表と同一であります。
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２．会計方針の変更
該当事項はありません。

３．会計上の見積りの変更
当社は、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、

従来、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数で費用処理しておりましたが、
平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当事業年度より費用処理年数を７年か
ら６年に変更しております。
なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

4．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であ

って、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりです。

（繰延税金資産の回収可能性）
繰延税金資産 ―千円
繰延税金負債と相殺前の金額 45,835千円

繰延税金資産の認識は、主要な取引先の契約内容及び需要予測をもとに策定し
た将来の事業計画及びタックスプランニングの金額に、過去の予算達成率を加味
して見積もっております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能

性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌
事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性
があります。

（固定資産の減損損失）
連結注記表と同一であります。
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5．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

投 資 有 価 証 券 736,354千円 （帳簿価額）
建 物 及 び 構 築 物 1,480,234千円 （ 〃 ）
土 地 2,297,271千円 （ 〃 ）

計 4,513,860千円 （ 〃 ）
上記は短期借入金1,200,000千円、短期借入金（１年以内返済予定の長期借
入金）1,893,749千円の担保に供しております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 9,370,132千円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（3）関係会社に係る注記
各科目に含まれている関係会社に対するものは以下のとおりであります。
短期金銭債権 3,976千円

6．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

受 取 配 当 金 80,909千円

7．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式（株） 63,809 252 3,800 60,261

（変動事由の概要）
増加及び減少数の主な内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取による増加 252株
BIP信託制度株式の払出しによる減少 3,800株

8．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な内容は、賞与引当金の否認、棚卸資産評価損及び繰越欠損

金等であり、回収可能性等を勘案した結果、評価性引当額を計上しております。
繰延税金負債の主な内容は、投資有価証券評価差額であります。
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9．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

10．収益認識に関する注記
・収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

11．１株あたり情報に関する注記
１株あたり純資産額 187円 50銭
１株あたり当期純損失 12円 72銭

12．重要な後発事象に関する注記
（極度借入契約の締結)
当社は、メプロホールディングスと極度借入契約を締結いたしました。
1. 資金使途 ：運転資金等
2. 契約日 ：2025年４月14日
3. 契約先 ：メプロホールディングス
4. 極度額 ：500,000千円

連結財務諸表において記載した重要な後発事象は単独財務諸表にも影響を及ぼす
ものでありますが、当該内容は連結財務諸表において記載されているため、単独
財務諸表においては重複記載を省略しております。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

児玉化学工業株式会社
取 締 役 会 御中

監査法人 薄衣佐吉事務所
東京都文京区
指定社員
業務執行社員 公認会計士 長 谷 部 健 太
指定社員
業務執行社員 公認会計士 平 谷 一 史
指定社員
業務執行社員 公認会計士 櫻 澤 巧 大

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、児玉化学工業株式会社の2024

年４月１日から2025年３月31日までの第98期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2025年４月１日付けで、株式会社メプロ

ホールディングスの株式取得（子会社化）及びエンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任
組合が株式会社メプロホールディングスの子会社に対して有する債権の譲受を完了している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等または当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤謬による重要な虚偽表示のない
計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

計算書類等を作成するにあたり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正または誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正または誤謬により発生す
る可能性があり、個別にまたは集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正または誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、または重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付
意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合または阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第98期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。

1．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説 明を求め、意見を表明すると共に、下記の方法で監査を実施しました。
(1) 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、職務の分担等に従い、会社の

内部監査部門と連携の上、取締役会その他重要な会議にインターネット等も活用して出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

(2) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
すると共に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
(平成17年10月28日企業会計審議会) 等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人薄衣佐吉事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人薄衣佐吉事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年5月27日

児玉化学工業株式会社 監査等委員会
監査等委員 横 山 徹 ㊞
監査等委員 浦 部 明 子 ㊞
監査等委員 鈴 木 洋 之 ㊞

（注）監査等委員 横山徹氏、浦部明子氏及び鈴木洋之氏は会社法第2条第15号及び第331条第6項に
規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第1号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）4名選任の件
取締役（監査等委員であるものを除く。）5名全員は、本総会の終結の時をもって任

期満了となりますので、取締役（監査等委員であるものを除く。）4名の選任をお願い
するものであります。
取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりであります。
候補
者番
号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

1 北 村 以 知 雄
きたむら い ち お

(1960年9月25日)

1984年 4 月 パイオニア株式会社 入社 第２システム
事業部 九州営業所

1990年 7 月 同社 カーエレクトロニクス事業部 OEM
営業部 販売２課

2002年 11 月 同社 モバイルエンタテインメントカンパ
ニー OEM企画部 企画１課長

2004年 5 月 Pioneer Automotive Technologies, Inc. GM.VP
2011年 6 月 同社 カーOEM事業部プロジェクト企画

部長
2015年 4 月 同社 カーOEM事業部長、執行役員
2017年 7 月 同社 品質保証部 品質保証担当 執行役員
2019年 10 月 パイオニアブラジル出向 会長
2020年 6 月 同社 顧問退任
2020年 11 月 当社入社 事業企画部 部長
2022年 4 月 当社 理事 新規事業統轄部長

ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役
2022年 7 月 当社 執行役員・新規事業統括部長
2022年 11 月 当社 執行役員・経営企画室 室長

営業統括 技術統括
2023年 6 月 当社 取締役・経営企画室 室長

営業統括 技術統括
2024年 4 月 THAI KODAMA CO.,LTD.取締役
2024年 6 月 当社 代表取締役社長

現在に至る

（重要な兼職の状況）
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD. 取締役（非常勤）
THAI KODAMA CO.,LTD. 取締役（非常勤）

普通株式
900株

（注）普通株式は、役員持株会名義の所有株式数を含みます。

（取締役候補として推薦する理由）
北村以知雄氏は、長期に渡る営業経験並びに事業における幅広い知見を有してお

り、当社の事業発展を推進するにあたり、その果たす役割は非常に大きく、欠かせ
ないものであります。2024年6月より当社の代表取締役社長に就任し、期待に違わ
ない成果をあげてきました。指名報酬委員会の答申を踏まえ、引き続き今後の発展
に向けた陣頭指揮を執っていくとともに、取締役としての適切な役割を果たすこと
ができると判断し、取締役候補者といたしました。

2025年05月28日 18時28分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 58 ―

候補
者番
号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

2 齋
さ い と う よ し か ず

藤 義 一
(1960年10月17日)

1979年 4 月 当社 入社
2003年 4 月 当社 埼玉事業部購買課長
2007年 4 月 当社 生産本部埼玉工場製造部

次長 兼 製造技術課長
2011年 6 月 当社 生産本部西湘工場製造部 部長
2013年10月 当社 西湘工場第２製造部長

兼 第２生産管理部長
2015年 4 月 当社 西湘工場第２技術生産GM

兼 西湘工場長
兼 西湘第２製造部長
兼 埼玉第２製造部長

2016年 4 月 ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.
出向 同社取締役社長

2017年 7 月 当社 理事第２事業本部副本部長
兼 ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長

2018年 3 月 当社 理事
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長

2018年 6 月 当社 取締役執行役員
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長

2018年10月 当社 取締役執行役員 生産本部長
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長

2018年12月 ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役
2020年 4 月 当社 取締役執行役員 生産本部長

THAI KODAMA CO.,LTD.取締役
2020年 6 月 当社 常務取締役・社長補佐・生産統括
2022年 4 月 当社 常務取締役

ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD.取締役社長
2024年 4 月 当社 常務執行役員・社長補佐・生産統括

ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD 取締役(非常勤)
現在に至る

（重要な兼職の状況）
ECHO AUTOPARTS(THAILAND)CO.,LTD. 取 締 役
THAI KODAMA CO.,LTD. 取締役（非常勤）

普通株式
9,800株

（取締役候補として推薦する理由）
齋藤義一氏は、長年に渡り当社の製造部門の運営と改革に貢献して来られました。

特に、海外事業の立て直しでは大きな成果を上げ、また事業再生ADR手続き成立か
ら完了に至る事業構造改革と会社の再生に、生産統括責任者として大きく寄与され
ました。その製造に対する幅広い知見と実行力は、当社の今後の発展のためになく
てはならない人材であると判断しております。任意の指名報酬委員会の答申を踏ま
え、引き続き生産統括責任者としてリーダーシップを発揮できると判断し、取締役
候補といたしました。
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候 補
者番
号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

3 三
み む ら と も ひ こ

村 智 彦
(1969年3月3日)

1992年 4 月 株式会社三菱銀行(現株式会社三菱UFJ銀
行)入行

2002年 3 月 株式会社東京三菱銀行(現株式会社三菱
UFJ銀行)退社

2002年 3 月 フェニックス・キャピタル株式会社
取締役

2008年 6 月 同社 代表取締役（現任）
2013年 4 月 エンデバー・ユナイテッド株式会社

代表取締役（現任）
2023年 6 月 当社 社外取締役

現在に至る

（重要な兼職の状況）
フェニックス・キャピタル株式会社 代表取締役
エンデバー・ユナイテッド株式会社 代表取締役
タカコーホールディングス株式会社 取締役（非常勤）
株式会社リンクスホールディングス 取締役（非常勤）

普通株式
―株

（社外取締役候補として推薦する理由及び期待される役割）
三村智彦氏は、投資ファンドであるフェニックス・キャピタル株式会社及びエン

デバー・ユナイテッド株式会社の代表取締役として企業経営の確かな実績と共に
数々の企業への投資を通じ企業価値の向上に関する幅広い知見を有し、当社のコー
ポレートガバナンスの強化に大いに寄与するものと期待しております。製造業への
投資や、事業再生の経験も豊富であることから、任意の指名報酬委員会の答申を踏
まえ、引き続き取締役としてその力を発揮できると判断し、社外取締役候補といた
しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

4 珍
よ し べ か ず ひ ろ

部 千 裕
(1959年1月3日)

1981年 4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱
UFJ銀行）入行

1986年 9 月 ウエスト ドイチェ・ランデス バン
ク 入行

2002年 2 月 クレディ・リヨネ銀行（現クレディ・
アグリコル銀行）入行

2005年 5 月 フェニックス・キャピタル株式会社
入社

2006年10月 同社 取締役
2020年 4 月 エンデバー・ユナイテッド株式会社

シニアマネージングディレクター
2021年 6 月 当社 社外取締役
2022年 6 月 エンデバー・ユナイテッド株式会社

シニアエグゼクティブディレクター
現在に至る

（重要な兼職の状況）
フェニックス・キャピタル株式会社 取締役
エンデバー・ユナイテッド株式会社
シニアエグゼクティブディレクター

普通株式
―株

（社外取締役候補として推薦する理由及び期待される役割）
珍部千裕氏は、投資ファンドであるフェニックス・キャピタル株式会社の役員及

びエンデバー・ユナイテッド株式会社のシニアエグゼクティブディレクターとして
数々の企業の投資に関与し豊富な企業経営の知見を有し、加えて同社のESGスクリ
ーニングコミッティ委員長として、ガバナンスの強化やESG推進に関して豊富な知
見を有しています。この知見を活かした経営全般に対する助言・監督を通じ、当社
のコーポレートガバナンス強化、企業価値向上に貢献しています。任意の指名報酬
委員会の答申を踏まえ、引き続きその力を発揮できるものと判断し、社外取締役候
補といたしました。
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（注）1．取締役候補のうち、三村智彦氏はエンデバー・ユナイテッド株式会社の代表
取締役であり、珍部千裕氏は、同社のシニアエグゼクティブディレクターで
す。同社を無限責任組合員とするEU LPSは、当社との間で、当社普通株式及
び当社A種優先株式の発行等に関するスポンサー契約を締結し、2020年6月、
第三者割当増資について払込を行ったことから、その時点で、当社の議決権
の49.86％を取得しました。さらに同組合は、2025年3月に当社A種優先株
式について普通株式を対価とする取得請求権を行使したことにより、現在は、
当社の議決権の62.58％を有しています。なお、各氏と当社との間に特別の
利害関係はありません。

2．三村智彦氏（候補者番号3）、及び珍部千裕氏（候補者番号4）は、社外取締
役候補者であります。

（1）三村智彦氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期
間は本総会終結の時をもって2年となります。また珍部千裕氏は、現在当社の
社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって4
年となります。

（2）各氏が社外取締役に選任された場合、当社は、各氏との間で、当社の定款
に基づき責任限定契約を締結する予定であります。本契約は、会社法第423
条第1項の賠償責任を限定する契約であり当該契約に基づく賠償責任の限度額
は、金100万円以上であらかじめ定めた額と法令の定める最低責任限度額と
のいずれか高い額であります。

3．役員賠償責任保険(D&O保険)契約の内容
当社は取締役全員を被保険者として役員賠償責任保険(D&O保険)契約を締結
しており、取締役がその職務の遂行に関して責任を負うこと及び当該責任の
追及に係る請求を受けることにより生じる損害が填補されます。取締役候補
者が就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。
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第2号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

監査等委員である取締役2名は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査等委員である取締役2名の選任をお願いするものであります。なお、選任す
る監査等委員の任期は、当社定款の定めにより、2年となります。
また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

1 高
た か い し ひ で あ き

石 英 明
(1958年10月7日)

1983年４月 三菱商事株式会社入社
2011年 4 月 同社コーポレート管理部 管理部長
2016年 6 月 千代田化工建設株式会社 取締役監査等

委員
2018年 6 月 三菱商事建材株式会社 取締役常務執行

役員
2020年 4 月 株式会社ラキール コーポレート本部執

行役員副本部長
2021年 6 月 株式会社システムエグゼ 社外監査役
2023年 8 月 株式会社Leaseed 常勤監査役
2024年 5 月 スギホールディングス株式会社 社外取

締役
現在に至る

（重要な兼職の状況）
株式会社システムエグゼ 社外監査役
株式会社Legaseed 常勤監査役
スギホールディングス株式会社 社外取締役

普通株式
―株

（監査等委員である取締役候補として推薦する理由及び期待される役割）
高石英明氏は、日本の大手商社の財務・海外事業分社で長年の経験を積まれてまい

りました。その後、多くの事業会社において、適正な経営がなされているか豊富な国
内外での経験を活かし、強い指導力をもって管理されてきました。当社の国内外の関
連会社を含め、同氏の国内、海外を含めた経験と見識を当社の監査等委員の業務に活
かしていただくため、監査等委員である社外取締役に選任をお願いするものでありま
す。

2025年05月28日 18時28分 $FOLDER; 62ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 63 ―

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数

2 浦
う ら べ あ き こ

部 明 子
(1972年11月29日)

2000年４月 弁護士登録 虎ノ門南法律事務所 入所
2010年１月 虎ノ門南法律事務所パートナー（現LM

虎ノ門南法律事務所）
2016年６月 IJTテクノロジーホールディングス株式

会社（現株式会社IJTT）社外監査役
2016年７月 学校法人北里研究所 学外監事
2018年６月 株式会社リプロセル 社外監査役
2021年 6 月 当社 取締役監査等委員
2024年 6 月 水戸証券株式会社 取締役監査等委員

現在に至る
（重要な兼職の状況）
LM虎ノ門南法律事務所 パートナー
水戸証券株式会社 取締役監査等委員

普通株式
―株

（監査等委員である取締役候補として推薦する理由及び期待される役割）
浦部明子氏は、弁護士として高い専門性並びに、豊富な経験と幅広い知識を有して

おり、2021年6月には当社の監査等委員である取締役に就任し、その後も職務を適切
に遂行しています。任意の指名報酬委員会の答申を踏まえ、引き続き当社の監査等委
員である取締役としてその力を発揮されるものと判断し、社外取締役候補といたしま
した。

（注）1．候補者に関する事項
高石英明氏並びに浦部明子氏は社外取締役候補であります。
（1）浦部明子氏は、現在当社の監査等委員である取締役であり、在任期間は

本総会終結の時をもって4年となります。
2．当社との間の特別な利害関係
候補者との間に特別な利害関係はありません。

3．責任限定契約の内容
高石英明氏並びに浦部明子氏が監査等委員に選任された場合、当社は両氏と
の間で、当社の定款に基づき責任限定契約を締結する予定であります。本契
約は、会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約であり当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めた額と法令の定め
る最低責任限度額とのいずれか高い額であります。

4．役員賠償責任保険(D&O保険)契約の内容
当社は取締役全員を被保険者として役員賠償責任保険(D&O保険)契約を締結
しており、取締役がその職務の遂行に関して責任を負うこと及び当該責任の
追及に係る請求を受けることにより生じる損害が填補されます。取締役候補
者が就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。

5．独立役員
高石英明氏並びに浦部明子氏が監査等委員である取締役に就任した場合、両
氏を株式会社東京証券取引所の規則に定める独立役員として、同取引所に届
ける予定です。
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第3号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
当社は、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備

え、あらかじめ補欠の監査等委員である取締役1名の選任をお願いするものでありま
す。
なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

珍
よ し べ か ず ひ ろ

部 千 裕
(1959年1月3日)

1981年 4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱UFJ銀
行）入行

1986年 9 月 ウエスト ドイチェ・ランデス バンク
入行

2002年 2 月 クレディ・リヨネ銀行（現クレディ・アグ
リコル銀行）入行

2005年 5 月 フェニックス・キャピタル株式会社 入社
2006年 10 月 同社 取締役
2020年 4 月 エンデバー・ユナイテッド株式会社

シニアマネージングディレクター
2021年 6 月 当社 社外取締役
2022年 6 月 エンデバー・ユナイテッド株式会社

シニアエグゼクティブディレクター
現在に至る

（重要な兼職の状況）
フェニックス・キャピタル株式会社 取締役
エンデバー・ユナイテッド株式会社
シニアエグゼクティブディレクター

普通株式
―株

（補欠の監査等委員である取締役として推薦する理由及び期待される役割）
珍部千裕氏は、企業経営に関する豊富な経験と知見を有しており、監査等委員で

ある取締役としても十分に当社を指導・監督できるものとし、補欠の監査等委員で
ある取締役として選任をお願いするものであります。任意の指名報酬委員会の答申
を踏まえ、監査等委員である取締役としてその力を発揮できるものと判断し、補欠
の監査等委員である取締役候補といたしました。

（注）1．候補者に関する事項
珍部千裕氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。珍部
千裕氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本
総会終結の時をもって4年となります。

2．当社との間の特別な利害関係
珍部千裕氏は、エンデバー・ユナイテッド株式会社のシニアエグゼクティブ
ディレクターです。同社を無限責任組合員とするエンデバー・ユナイテッド
２号投資事業有限責任組合は、当社との間で、当社普通株式及び当社A種優
先株式の発行等に関するスポンサー契約を締結し、2020年6月、第三者割当
増資について払込を行ったことから、その時点で、当社の議決権の49.86％
を取得しました。さらに同組合は、2025年3月に当社A種優先株式について
普通株式を対価とする取得請求権を行使したことにより、現在は当社の議決
権の62.58％を有しています。なお、同氏と当社との間に特別の利害関係は
ありません。
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3．責任限定契約の内容
珍部千裕氏が監査等委員に就任された場合、当社は同氏との間で当社の定款
に基づき責任限定契約を締結する予定であります。本契約は、会社法第423
条第1項の賠償責任を限定する契約であり当該契約に基づく賠償責任の限度額
は、金100万円以上であらかじめ定めた額と法令の定める最低責任限度額と
のいずれか高い額であります。

4．役員賠償責任保険(D&O保険)契約の内容
当社は取締役全員を被保険者として役員賠償責任保険(D&O保険)契約を締結
しており、取締役がその職務の遂行に関して責任を負うこと及び当該責任の
追及に係る請求を受けることにより生じる損害が填補されます。取締役候補
者が就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。
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第4号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人である監査法人薄衣佐吉事務所は、本総会の終結の時を

もって任期満了となります。その後任として、新たに Forvis Mazars Japan
有限責任監査法人を会計監査人として選任することお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

1.就任する会計監査人候補者の概要は次のとおりです。
名 称 Forvis Mazars Japan有限責任監査法人
事務所の所在地 東京都港区赤坂1-11-44赤坂インターシティ5階
設 立 年 月 2011年５月
概 要 構成人員

代表社員 2名
社員 9名
公認会計士 22名
公認会計士試験合格者 8名
その他監査実施者 63名
事務職員 9名
非常勤職員 38名
合計 151名

2.会計監査人候補者とした理由
Forvis Mazars Japan 有限責任監査法人はグローバルに展開するForvis

Mazars のネットワークに参加する監査法人であり、2025 年４月1日の
メプロホールディングス買収により当社の海外拠点が増えることへの対応が
円滑に行えると期待されることに加え、同監査法人の専門性、独立性、規模
及び品質管理体制等を総合的に勘案した結果、適任であると判断いたしま
した。

3.異動の決定または異動に至った理由及び経緯
当社の会計監査人である監査法人薄衣佐吉事務所は、本総会の終結の時をも

って任期満了となります。当社は、2025年４月１日にメプロホールディング
スを買収することによりグループ会社が４社から15 社となり、監査対象会
社が大幅に増加するところ、監査法人薄衣佐吉事務所から、その規模、人員
体制では十分な監査対応ができないとの申し出を受けました。
当社の業務内容や事業規模に見合った監査対応及び監査報酬の相当性を総合

的に勘案した結果、上記2.記載の理由により、その後任として、新たに Forvis
Mazars Japan 有限責任監査法人を会計監査人として選任することといたし
ました。
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第5号議案 取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役及び社外取締役を
除く。） に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

当社の監査等委員である取締役を除く取締役の報酬等の額は、2015年6月26日開
催の第88回定時株主総会において、年額１億３千万円以内（ただし、使用人兼務取
締役の使用人分給与を含みません。）とご承認いただいております。 今般、業務執
行取締役の報酬と当社の企業価値との連動をより明確にすることを通じて、業務執
行取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、
業務執行取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記
の報酬枠とは別枠で、業務執行取締役を対象として、信託型株式報酬制度に代えて、
新たに譲渡制限付株式を用いた株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入
することにつきご承認をお願いいたします。
本制度では、制度の対象となる業務執行取締役に対して金銭報酬債権を付与し、

株式発行または自己株式処分に際してこれを現物出資させることで、当社普通株式
を取得させます。なお、制度の対象となる業務執行取締役は、２名です。
また、引受けを行う契約において、制度の対象となる業務執行取締役が取得する

株式について、譲渡制限及び当社による無償取得事由を定めます。
本議案における金銭報酬債権の金額の上限、発行または処分される当社の普通株

式の総数及び本議案に基づく業務執行取締役への譲渡制限付株式の付与に関するそ
の他の条件は、上述の目的、当社の業況、当社の取締役の個人別の報酬等の内容に
係る基本方針その他諸般の事情を考慮して決定されており、相当であると考えてお
ります。

1. 本制度の対象者
本制度の対象者は、業務執行取締役とします。

2. 本制度において付与される金銭報酬債権の金額
本制度において付与される金銭報酬債権の金額は、本制度の対象者全員に対して

総額で１年あたり２千万円を上限とします。
なお、本制度の対象者の個別金額、具体的な支給時期・条件は指名報酬委員会へ

の諮問と答申を経て取締役会で決定します。また、この金銭報酬債権の付与は、付
与に際して定める期間内に、本制度に基づく株式の引受けに際しての現物出資に用
いられないことを解除条件とします。

3. 本制度の対象者に割り当てる株式の種類
本制度の対象者に対して割り当てる当社株式の種類は普通株式とします。なお、

引受けを行う契約において、譲渡制限及び当社による無償取得事由を定めます。

4. 本制度の対象者に割り当てる株式の総数
本制度の対象者に対して割り当てる当社株式の総数は、本制度の対象者全員に対

して１年あたり50,000株を上限とします。
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ただし、本議案が承認させた日以降で、当社の普通株式の株式分割（当社の普通
株式の無償割当を含みます。）または株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株
式として発行または処分される株式の総数の調整を必要とする事由が生じた場合に
は、合理的な範囲で調整します。

5. 本制度における株式の割当方法
本制度において株式を割り当てる方法は、株式の発行または自己株式の処分のい

ずれかの方法で行います。

6. 本制度における株式の引受けに際しての出資の履行の方法
本制度における株式の引受けに際しての出資の履行の方法は、2. に記載する金

銭報酬債権の現物出資とします。

7. 本制度における株式の引受けに際しての払込金額
募集株式の１株あたりの払込金額は、譲渡制限付株式の割当に関する取締役会決

議の前営業日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立
していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値とします。）を参考として、本
制度の対象者に特に有利な金額とならない範囲において取締役会の決議により決定
します。

8. 本制度に基づき取得した当社株式に対する譲渡制限
本制度では、当社と本制度の対象者との間で締結する引受けを行う契約におい

て、割当日から本制度の対象者が業務執行取締役の地位を退任する（退任と同時に
再任する場合を除きます。）日以降、契約で定める日までの期間、本制度に基づい
て本制度の対象者が取得した当社株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分
を禁止することを定めます。

9. 当社による本制度に基づき取得した当社株式の無償取得
本制度では、当社と本制度の対象者との間で締結する引受けを行う契約におい

て、譲渡制限期間中に、本制度の対象者について、在任中の不正行為の発覚その他
本制度の趣旨または目的に照らして本制度の対象者の本制度に基づく当社株式の取
得が適当ではないと当社取締役会が判断する事由が生じる場合は、当社が本制度に
基づき本制度の対象者が取得した当社株式の全部または一部を無償取得することを
定めます。
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10. 組織再編等における取扱い
譲渡制限期間中に当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式

交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が会社法その他法令
の定めに従い当社の株主総会または取締役会で承認された場合（当該組織再編等の
効力発生日が譲渡制限期間満了日より前に到来するときに限ります。）であって、
当該組織再編等に伴い譲渡制限付株式の割当てを受けた本制度の対象者が当社の業
務執行取締役の地位からも退任または退職することとなるときは、当社取締役会の
決議により、組織再編等の効力発生日に先立ち本制度に基づき本制度の対象者が取
得した当社株式の全部の譲渡制限を解除します。
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第６号議案 定款の一部変更の件
１．提案の理由

当社は、当期中に、発行済のＡ種優先株式の全てを取得及び消却いたしました
ので、これに伴い、定款上のＡ種優先株式に関する定めを削除するとともに、
必要な文言の修正を行うことをお願いするものであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次にとおりであります

(下線部分は変更箇所を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

第２章 株 式

（発行可能株式総数）
第５条 （条文省略）

（発行可能市種類株式総数）
第５条の２ （条文省略）

第６条〜第１１条（条文省略）

第２章の２ A種優先株式

第１１条の２〜第１１条の９（条文省略）

第２章 株 式

（発行可能株式総数）
第５条 （現行どおり）

(削 除）

第６条〜第１１条（現行どおり）

（削 除）

（削 除）
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第98回定時株主総会開催会場ご案内

〒101-0021 東京都千代田区外神田一丁目7番5号
フロントプレイス秋葉原内

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ秋葉原 3階

JR山手線秋葉原駅
JR京浜東北線秋葉原駅 電気街口徒歩4分
JR総武線秋葉原駅
つくばエクスプレス秋葉原駅 徒歩6分
東京メトロ日比谷線秋葉原駅 3出口徒歩7分

ご注意 当会場には駐車場の用意がございません。ご来場の際は公共交通機関をご利用ください。

児玉化学工業株式会社
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